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横浜市情報公開・個人情報保護審査会答申第2960号について 

横浜市情報公開・個人情報保護審査会（会長 藤原 靜雄）は、本日、次の答申を行い、

横浜市教育委員会が行った個人情報一部開示決定は妥当でなく、開示範囲を拡大すべき

であると判断しています。また、横浜市教育委員会が行った個人情報開示決定は妥当で

あると判断しています。 

１ 答申の件名  

「学校いじめ防止対策委員会 会議録（特定年月日１）」ほか10件の個人情報一部開示決

定及び個人情報開示決定に対する審査請求についての答申 

【答申第2960号】 

 

２ 諮問までの経過等  

答申

番号 
開示請求日 決定通知日 審査請求日 諮問日 請求者 実施機関 

2960 令和２年５月19日 令和２年７月29日 令和２年９月28日 令和２年10月28日 個人 教育委員会 

 

３ 対象保有個人情報、原処分の決定内容、審査会の結論  

答申 
番号 

対象保有個人情報 原処分の決定内容･主な理由(概要) 
審査会 
の結論 

 

 

 

2960 

 

 

 

 

「学校いじめ防止対

策委員会 会議録（特定

年月日１）」ほか34件

の別表１及び別表２に

示す保有個人情報（以

下「本件保有個人情報」

という。） 

個人情報一部開示、個人情報開示 
 別表４に示す部分

を非開示とした決定

は妥当ではなく、開示

すべきであるが、その

余の部分を非開示と

した決定は妥当であ

る。 

 また、「学校いじめ

防止対策委員会 会

議録（特定年月日２）」

ほかの別表２に示す

保有個人情報を特定

して開示とした決定

は、妥当である。 

横浜市個人情報の保護に関する条例（平成17

年２月横浜市条例第６号。以下「条例」という。）

第22条第３号に該当 

・本人開示請求者以外の言動・対応状況及び本

人開示請求者以外の個人の聞き取り状況 

（本人開示請求者以外の個人に関する情報で

あって、開示することにより特定の個人が識別

されるため。また、開示することにより、特定

の個人の権利利益を害するおそれがあるた

め。） 

・非常勤職員の氏名、本人開示請求者以外の個

人のイニシャル及び本人開示請求者以外の個

人が推測される記載 

令 和 ４ 年 1 0 月 2 6 日 
市 民 局 市 民 情 報 課 

横 浜 市 記 者 発 表 資 料 
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答申 
番号 

対象保有個人情報 原処分の決定内容･主な理由(概要) 
審査会 
の結論 

（本人開示請求者以外の個人に関する情報で

あって、開示することにより特定の個人が識別

されるため。） 

条例第22条第７号に該当 

・関係機関等との情報共有内容、専門家の所見、

助言内容 

（その協力を得て収集した情報であり、開示す

ることを前提としていない。このため、開示す

ると関係者との信頼関係が損なわれ、今後の同

様な調査等に支障を及ぼすおそれがあるた

め。） 

・関係機関の出席者 

（その協力を得て出席しており、開示すること

を前提としていない。このため、開示すると関

係者との信頼関係が損なわれ、今後の同様な調

査等に支障を及ぼすおそれがあるため。） 

・今後の取組事項のうち当該児童・保護者に対

する所見、ＳＳＷの所見、学校の事案に対する

所見、本人からの聞き取り内容による学校の所

見 

（開示することにより、当該児童及びその保護

者との信頼関係に影響を及ぼし、今後の学校運

営、学校支援の適正な遂行に支障を及ぼすおそ

れがあるため。） 

 

４ 審査会の判断の要旨  

答申 
番号 

判断の要旨 

 

 

 

 

 

2960 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《いじめ対応に係る事務について》 

横浜市では、いじめ根絶に向け様々な取組を進めてきたが、平成25年に定められたいじめ防止

対策推進法（平成25年法律第71号。以下「法」という。）に基づき、いじめの防止等の取組を市

全体で円滑に進めていくことを目指し、全ての子どもの健全育成及びいじめのない子ども社会の

実現を方針とした横浜市いじめ防止基本方針を同年12月に策定している。 

横浜市立学校においては、いじめ防止対策をはじめ、いじめを受けていると思われる場合や、

いじめの訴えがあった場合には、この方針に基づき、対応している。 

また、いじめの重大事態が発生した場合には、横浜市立学校は直ちに実施機関に報告し、事実

関係を明確にするための調査及び再発防止に向けた取組を行っている。 

《本件保有個人情報について》 

ア 本件保有個人情報は、法第22条に基づいて横浜市立特定小学校に設置された「学校いじめ防

止対策委員会」の審査請求人に係るいじめ事案（以下「本件事案」という。）に関する会議録、

法第28条第１項に基づいて横浜市立特定小学校に設置された「特定小学校いじめ防止対策委員

会」の本件事案に関する会議録並びに実施機関及び「特定小学校いじめ防止対策委員会」の委

員と特定医療機関特定診療科の医師との本件事案に関する電話及び面会に係る記録であって、

個人情報１から個人情報35までである。 

(ｱ) 個人情報１から個人情報13まで及び個人情報20から個人情報32までは、それぞれ「学校い

じめ防止対策委員会」の開催日ごとの会議録であり、日時及び場所、出席者並びに情報共有

事項等の当該会議での確認・決定事項が記載されている。 
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答申 
番号 

判断の要旨 
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(ｲ) 個人情報14から個人情報17まで及び個人情報33から個人情報35までは、それぞれ「特定小

学校いじめ防止対策委員会」の開催日ごとの会議録であり、日時、出席者、議題、議事及び

決定事項等が記載されている。 

(ｳ) 個人情報18は、横浜市立特定小学校のＢ校長等とＡ医師との電話連絡での会話の内容の記

録であり、日付ごとに会話の内容が記録されている。 

(ｴ) 個人情報19は、「特定医療機関 と Ｃ弁護士・Ｄ臨床心理士と 横浜市教育委員会南部

学校教育事務所 共有版」と題する文書であって、「特定小学校いじめ防止対策委員会」の

委員であるＣ弁護士及びＤ臨床心理士と特定医療機関のＡ医師及びＥ医師との本件事案に

関する面会に係る記録である。個人情報19には、面会日時、聞き取り者及び記録者、面会に

おける確認事項等が記載されている。 

イ 実施機関は、本件保有個人情報のうち、別表３の「実施機関が非開示とした部分」欄に記載

の非開示部分１から非開示部分13までの情報のうち、非開示部分１、非開示部分２、非開示部

分５及び非開示部分９（これらを総称して、以下「非開示部分１等」という。）について条例

第22条第３号に該当するとして、非開示部分３、非開示部分４、非開示部分６から非開示部分

８まで及び非開示部分10から非開示部分13まで（これらを総称して、以下「非開示部分３等」

という。）について同条第７号柱書に該当するとして非開示としている。 

  この点、非開示部分３等については、同条第７号に該当しない部分があるとしても、当該部

分が同条第３号に該当することも考えられる。そこで、以下、まず非開示部分３等の同条第７

号の該当性を検討し、次に非開示部分１等及び非開示部分３等のうち同条第７号該当性が認め

られない部分について、同条第３号の該当性を検討する。 

《条例第22条第７号の該当性について》 

ア 実施機関は、非開示部分３等について本号柱書に該当すると主張しているため、不明な点に

ついて実施機関に説明を求めたところ、次のとおり説明があった。 

(ｱ) 非開示部分３、非開示部分12及び非開示部分13は、関係機関との相互の信頼関係に基づき、

開示することを前提とせずに関係機関の協力のもと収集した情報である。このため、これら

の情報を開示すると関係機関との信頼関係が損なわれ、今後のいじめ防止対策及び対応の検

討等並びにいじめに係る事実関係等を明確にするための調査（これらを総称して、以下「調

査等」という。）において、関係機関に連携や情報共有を求めても、十分な協力や情報の提

供を得られなくなるなど、同様な調査等の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある。 

(ｲ) 非開示部分４は、参加を依頼した出席者に係る情報であり、開示することを前提としてい

ない。このため、当該情報を開示すると関係者との信頼関係が損なわれ、今後の同様ないじ

め防止対策及び対応の検討等に支障を及ぼすおそれがある。 

(ｳ) 非開示部分６から非開示部分８まで、非開示部分10及び非開示部分11は、記載時点でのＳ

ＳＷや横浜市立特定小学校の所見に係る情報であり、内容を誤解して受け取られると審査請

求人の母及び祖母（以下「保護者等」という。）並びに審査請求人（これらを総称して、以

下「審査請求人等」という。）と実施機関との関係性に影響を与え、今後の本件事案に係る

調査及び審査請求人等に対する支援の適正な遂行に支障が生じるおそれがある。 

イ 当審査会は、以上の実施機関の説明を踏まえ、本件保有個人情報を見分した上で、次のよう

に判断する。 

(ｱ) 非開示部分３には、審査請求人等が本件事案に関して神奈川県警察特定警察署（以下「特

定警察署」という。）に相談に行ったことについて、情報共有事項に特定警察署の職員から

横浜市立特定小学校に対して連絡や説明があったことが、今後の取組事項に横浜市立特定小

学校の警察対応の連携先として特定警察署の部署及び職員名が記載されていた。 

この点、情報共有事項に係る記載は、特定警察署の職員が今後の動きや経緯を横浜市立特

定小学校に説明したという一般的なものであって、情報を共有することで、特定警察署が横

浜市立特定小学校の協力を円滑に得るためのものと考えられる。このため、当該記載を開示

したとしても、今後、神奈川県警察が、実施機関に対して非協力的になるとは考え難い。 

次に、今後の取組事項に係る記載は、横浜市立特定小学校が連携先と考えた特定警察署の

部署及び職員名を記載したものに過ぎず、当該記載を開示したとしても、今後、神奈川県警

察が、実施機関に対して非協力的になるとは考え難い。 

したがって、非開示部分３は、開示することにより、今後の同様な調査等の適正な遂行に



 - 4 - 

答申 
番号 
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支障を及ぼすおそれがあるとは認められず、本号柱書に該当しない。 

(ｲ) 非開示部分４には、「学校いじめ防止対策委員会」の出席者の所属及び氏名が記載されて

いた。 

この点、当該出席者には、「学校いじめ防止対策委員会」に出席する権限や責務がないこと

から、実施機関からの参加の依頼に任意で応じたものと考えられる。このため、非開示部分

４が開示されると、このような出席者が実施機関の要請に応じることを躊躇し、必要な情報

が得られなくなることがあると認められる。 

したがって、非開示部分４は、開示することにより、今後の同様ないじめ防止対策及び対

応の検討等に支障を及ぼすおそれがある情報といえるため、本号柱書に該当する。 

(ｳ) 非開示部分６には、横浜市立特定小学校の審査請求人に対する支援の方向性が具体的に記

載されていた。 

このような記載が開示されると、審査請求人等と横浜市立特定小学校の考えに相違があっ

た場合に、審査請求人等と実施機関との関係性が損なわれ、今後の実施機関の調査及び支援

に支障を及ぼすおそれは否定できない。 

したがって、非開示部分６は、本号柱書に該当する。 

(ｴ) 非開示部分７には、今後の審査請求人の保護者への対応方針が記載されていた。 

そして、当該対応方針は、いじめに係る保護者への対応方針としては一般的なものであっ

た。そうすると、非開示部分７を開示することにより、今後の実施機関の調査及び支援の適

正な遂行に支障が生じるおそれがあるということはできない。 

したがって、非開示部分７は、本号柱書に該当しない。 

(ｵ) 非開示部分８には、保護者等とＳＳＷとの会話及びこれに係るＳＳＷの所見が具体的に記

載されていた。 

このような記載が開示されると、保護者等とＳＳＷとの考えに相違があった場合に、保護

者等と実施機関との関係性が損なわれ、今後の実施機関の調査及び支援に支障を及ぼすおそ

れが生じる可能性は否定できない。 

したがって、非開示部分８は、本号柱書に該当する。 

(ｶ) 非開示部分10には、「特定小学校いじめ防止対策委員会」の調査に対する横浜市立特定小

学校の意見が記載されていた。 

このような記載が開示されると、審査請求人等と横浜市立特定小学校との考えに相違が

あった場合に、審査請求人等と実施機関との関係性が損なわれ、今後の実施機関の調査及び

支援に支障を及ぼすおそれが生じる可能性は否定できない。 

したがって、非開示部分10は、本号柱書に該当する。 

(ｷ) 非開示部分11には、審査請求人が審査請求人以外の個人とともに、帰宅後にトラブルを訴

えてきた旨及びその月日が記載されていた。 

このような記載は単に事実を記載したものであって、開示されたとしても、今後の実施機

関の調査及び支援に支障が生じるおそれがあるということはできない。 

したがって、非開示部分11は、本号柱書に該当しない。 

(ｸ) 非開示部分12には、特定医療機関特定診療科Ａ医師と横浜市立特定小学校の校長等との電

話での会話の内容が具体的に記載されていた。 

このような記載が開示されると、医師と実施機関との信頼関係が損なわれ、医師が実施機

関とのやり取りを拒むなど、同種の調査等において医師に対して連携や情報共有を求めて

も、十分な協力や情報の提供を得られなくなるなど、今後の同様な調査等の適正な遂行に支

障を及ぼすおそれがあると認められる。 

したがって、非開示部分12は、本号柱書に該当する。 

(ｹ) 非開示部分13には、特定医療機関特定診療科Ａ医師及びＥ医師と「特定小学校いじめ防止

対策委員会」の委員との面会において、当該委員が医師に確認した児童の情報が記載されて

いた。 

このような記載が開示されると、医師と実施機関との信頼関係が損なわれ、同種の調査等

において医師に対して連携や情報共有を求めても、十分な協力や情報の提供を得られなくな
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るなど、今後の同様な調査等の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあると認められる。 

したがって、非開示部分13は、本号柱書に該当する。 

《条例第22条第３号の該当性について》 

当審査会において非開示部分１等並びに条例第22条第７号柱書に該当しない非開示部分３、非

開示部分７及び非開示部分11を見分したところ、次の事実が認められた。 

(ｱ) 非開示部分１は、審査請求人以外の個人の氏名、イニシャル、発言等に係る情報であって、

本人開示請求者以外の個人に関する情報であり、本人開示請求者以外の特定の個人を識別す

ることができる情報である。 

したがって、非開示部分１は、本人開示請求者以外の個人の権利利益を害するおそれがあ

るかを検討するまでもなく、本号本文に該当する。また、本号ただし書アからウまでのいず

れにも該当しない。 

(ｲ) 非開示部分２は、特定の月日及び曜日における審査請求人以外の個人の行動に係る情報で

ある。 

このうち、当該個人の行動に係る部分は、本人開示請求者以外の個人に関する情報であっ

て、本人開示請求者以外の特定の個人を識別することができる情報であるから、本号本文に

該当する。また、本号ただし書アからウまでのいずれにも該当しない。 

これに対して、当該行動に係る月日及び曜日は、それだけでは本人開示請求者以外の特定

の個人を識別する情報に当たらず、また、本人開示請求者以外の個人の権利利益を害するお

それがある情報にも当たらないから、本号本文に該当しない。 

(ｳ) 非開示部分３は、特定警察署のスクールサポーターからの横浜市立特定小学校への連絡及

び説明の内容並びにスクールサポーター及び警察職員の氏名に係る情報であって、本人開示

請求者以外の個人に関する情報であり、本人開示請求者以外の特定の個人を識別することが

できる情報であるため、本号本文に該当する。 

次に、特定警察署のスクールサポーターの氏名の本号ただし書の該当性であるが、神奈川

県警察に確認したところ、スクールサポーターは神奈川県警察の会計年度任用職員であり、

その氏名を公表する慣行はないとのことであった。このため、スクールサポーターの氏名は、

本号ただし書アに該当しない。また、本号ただし書イ及びウにも該当しない。 

また、神奈川県警察の警察官の氏名の本号ただし書の該当性であるが、当該氏名は職位に

応じて公表する慣行があるところ、非開示部分３記載の氏名について当該慣行により公表さ

れているとは確認できず、当該氏名は、本号ただし書アに該当すると判断することはできな

い。また、本号ただし書イ及びウにも該当しない。 

そして、特定警察署のスクールサポーターの横浜市立特定小学校への連絡及び説明の内容

に係る情報の本号ただし書の該当性であるが、スクールサポーターは、神奈川県警察と学校

及び地域との連携により少年の安全確保対策・非行防止活動等を行う神奈川県警察の会計年

度任用職員であるから、横浜市立特定小学校への報告及び説明に係る情報は、その職務の遂

行に係る情報であって、当該職務遂行の内容に係るものであるといえる。したがって、特定

警察署のスクールサポーターの横浜市立特定小学校への連絡及び説明の内容に係る情報は、

本号ただし書ウに該当する。 

(ｴ) 非開示部分５は、ＳＳＶ（スクールスーパーバイザー）の氏名である。したがって、本人

開示請求者以外の個人に関する情報であり、本人開示請求者以外の特定の個人を識別するこ

とができる情報であるため、本号本文に該当する。 

次に、本号ただし書の該当性であるが、実施機関の説明によれば、ＳＳＶは、横浜市立学

校が抱える課題の解決を支援するために、実施機関の委託を受けて当該学校に派遣される臨

床心理士等の専門家であって、横浜市職員ではないため、横浜市職員録に氏名は掲載されて

おらず、氏名を公表する慣行もないとのことである。そうすると、非開示部分５は、慣行と

して本人開示請求者が知ることができ、又は知ることが予定されている情報とはいえず、本

号ただし書アには該当しない。また、本号ただし書イ及びウにも該当しない。 

(ｵ) 非開示部分７は、学校の方針を記載したものであり、本人開示請求者以外の個人に関する

情報に当たらないことから、本号本文に該当しない。 

(ｶ) 非開示部分９は、学校支援員の氏名であり、本人開示請求者以外の個人に関する情報であ

り、本人開示請求者以外の特定の個人を識別することができる情報であるから、本号本文に
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該当する。 

次に、本号ただし書の該当性であるが、学校支援員は横浜市立学校の抱える課題の解決の

ための支援等を行う非常勤職員であるから、その氏名は横浜市職員録に掲載されておらず、

慣行として本人開示請求者が知ることができ又は知ることが予定されている情報とはいえ

ないため、本号ただし書アに該当しない。また、当該情報は公務員の職又は職務遂行の内容

に係る情報でもないから本号ただし書ウに該当せず、本号ただし書イにも該当しない。 

(ｷ) 非開示部分11は、審査請求人の個人に関する情報であるとともに審査請求人以外の者の個

人に関する情報でもあるから、本人開示請求者以外の個人に関する情報であって、本人開示

請求者以外の特定の個人を識別することができる情報であり、本号本文に該当する。もっと

も、非開示部分11は、審査請求人が審査請求人以外の個人とともに帰宅後にトラブルを訴え

てきた旨の記載であり、このことは審査請求人も知っていることであるから、非開示部分11

は、慣行として本人開示請求者が知ることができる情報であるといえ、本号ただし書アに該

当する。 

《本件保有個人情報の特定の妥当性について》 

ア 審査請求人は、平成28年特定月から平成31年特定月までの個人情報本人開示請求に対し、開

示された「学校いじめ防止対策委員会 会議録」は、平成29年特定月日１から平成30年特定月

日２までの会議録であり、会議が行われていたかも信ぴょう性に欠ける旨を主張している。こ

れは、本件保有個人情報以外にも特定すべき保有個人情報が存在しているとの主張と解される

ので、本件保有個人情報の特定の妥当性について検討する。 

イ 実施機関は、本件保有個人情報以外に特定すべき保有個人情報は存在しないと説明している

ため、不明な点について実施機関に説明を求めたところ、次のとおり説明があった。 

(ｱ) 本件保有個人情報を特定して行った個人情報一部開示決定及び個人情報開示決定では、特

定年月日１からの「学校いじめ防止対策委員会」会議録を開示している。この日の会議で、

本件事案に係る「いじめ」の認知がなされており、それ以前に審査請求人に係る案件を同委

員会で扱ったことはないから、特定年月日１より前の「学校いじめ防止対策委員会」会議録

は存在しない。 

また、「特定小学校いじめ防止対策委員会」が設置された後は、同委員会で学校調査が行

われるため、「学校いじめ防止対策委員会」では、審査請求人に係る案件を取り上げていな

い。 

(ｲ) 「学校いじめ防止対策委員会」の定例会議は、夏休み期間となる８月を除き、月に１回開

催しているところ、特定年月日１から「特定小学校いじめ防止対策委員会」第１回会議が開

催される特定年月日３までの各月の定例会の会議録は、全て特定し、開示している。また、

定例ではない会議は、情報共有の必要がある場合に随時開催しているところ、その会議録も

全て特定し、開示している。 

(ｳ) 「特定小学校いじめ防止対策委員会」は全７回であり、第１回会議から第７回会議までの

全ての会議録を公開している。第７回目の会議は学校調査の報告書の内容検討を行うもので

あり、その会議録である個人情報35では、「必要であれば」次回会議を開催する旨の記載が

あるが、第８回以降の会議は開催していない。 

(ｴ) 実施機関では、横浜市立特定小学校及び同小学校を所管する南部学校教育事務所で審査請

求人に係る会議録を保有していないか確認したが、本件保有個人情報のほかに、審査請求人

の求める保有個人情報は存在しない。 

ウ 上記イ(ｱ)から(ｴ)までの実施機関の説明に不自然、不合理な点は認められない。また、審査

請求人の求める保有個人情報の存在を推認させる事情もない。 

したがって、本件保有個人情報以外に特定すべき保有個人情報は存在しないとの実施機関の

説明は、是認できる。 

《白抜き処理の妥当性について》 

ア 実施機関は、別表２に示す対象保有個人情報のうち、審査請求人以外の個人に係るいじめ事

案に関する記載については、審査請求人の「自己を本人とする保有個人情報」に当たらず、条

例第20条第１項に基づく本人開示請求の対象とはならないとして、白く塗布した上で斜線を記

入する処理（以下「白抜き処理」という。）を施して個人情報開示決定を行っている。 

  これに対して、審査請求人は、対象文書の全部を開示するよう求めると主張しているので、
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白抜き処理の妥当性について検討する。 

イ 当審査会において別表２に示す対象保有個人情報を見分したところ、実施機関による白抜き

処理が施された部分は、審査請求人以外の児童のいじめ事案について記載されており、審査請

求人に係る記載はないことが認められた。 

ウ したがって、当該白抜き処理が施された部分は、条例第20条第１項に基づき本人開示請求の

対象となる「自己を本人とする保有個人情報」には当たらないため、別表２に示す対象保有個

人情報に係る実施機関の白抜き処理は、妥当である。 

審査請求人は、その他縷々主張するが、当審査会の判断を左右するものではない。 

 

別表１ 個人情報一部開示決定に係る保有個人情報 

一部開示に係る 

決定通知書 
対象保有個人情報 

個人情報一部開示

決定通知書１ 

学校いじめ防止対策委員会 会議録 

（特定年月日１） 
個人情報１ 

学校いじめ防止対策委員会 会議録 

（特定年月日４） 
個人情報２ 

学校いじめ防止対策委員会 会議録 

（特定年月日５） 
個人情報３ 

学校いじめ防止対策委員会 会議録 

（特定年月日６） 
個人情報４ 

学校いじめ防止対策委員会 会議録 

（特定年月日７） 
個人情報５ 

学校いじめ防止対策委員会 会議録 

（特定年月日８） 
個人情報６ 

学校いじめ防止対策委員会 会議録 

（特定年月日９） 
個人情報７ 

学校いじめ防止対策委員会 会議録 

（特定年月日10） 
個人情報８ 

個人情報一部開示

決定通知書２ 

学校いじめ防止対策委員会 会議録 

（特定年月日11） 
個人情報９ 

個人情報一部開示

決定通知書３ 

学校いじめ防止対策委員会 会議録 

（特定年月日12） 
個人情報10 

個人情報一部開示

決定通知書４ 

学校いじめ防止対策委員会 会議録 

（特定年月日13） 
個人情報11 

個人情報一部開示

決定通知書５ 

学校いじめ防止対策委員会 会議録 

（特定年月日14） 
個人情報12 

個人情報一部開示

決定通知書６ 

学校いじめ防止対策委員会 会議録 

（特定年月日15） 
個人情報13 
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個人情報一部開示

決定通知書７ 

特定年度１ 特定小学校 いじめ防止対策委員会 第

１回学校調査 
個人情報14 

個人情報一部開示

決定通知書８ 

特定年度２ 特定小学校 いじめ防止対策委員会 第

４回学校調査 
個人情報15 

個人情報一部開示

決定通知書９ 

特定年度２ 特定小学校 いじめ防止対策委員会 第

５回学校調査 
個人情報16 

特定年度２ 特定小学校 いじめ防止対策委員会 第

６回学校調査 
個人情報17 

個人情報一部開示

決定通知書10 

特定年月日16 

（特定医療機関特定診療科ＡDr.より電話連絡） 
個人情報18 

特定医療機関 と 特定弁護士・特定臨床心理士 と

横浜市教育委員会南部学校教育事務所 共有版 
個人情報19 

 

別表２ 個人情報開示決定に係る保有個人情報 

開示に係る 

決定通知書 
対象保有個人情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個人情報開示

決定通知書 

学校いじめ防止対策委員会 会議録 

（特定年月日２） 
個人情報20 

学校いじめ防止対策委員会 会議録 

（特定年月日17） 
個人情報21 

学校いじめ防止対策委員会 会議録 

（特定年月日18） 
個人情報22 

学校いじめ防止対策委員会 会議録 

（特定年月日19） 
個人情報23 

学校いじめ防止対策委員会 会議録 

（特定年月日20） 
個人情報24 

学校いじめ防止対策委員会（定例）会議録 

（特定年月日21） 
個人情報25 

学校いじめ防止対策委員会（定例）会議録 

（特定年月日６） 
個人情報26 

学校いじめ防止対策委員会（定例）会議録 

（特定年月日22） 
個人情報27 

学校いじめ防止対策委員会（定例）会議録 

（特定年月日13） 
個人情報28 

 
学校いじめ防止対策委員会（定例）会議録 

（特定年月日23） 
個人情報29 
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学校いじめ防止対策委員会（定例）会議録 

（特定年月日24） 
個人情報30 

 

学校いじめ防止対策委員会（定例）会議録 

（特定年月日25） 
個人情報31 

学校いじめ防止対策委員会（定例）会議録 

（特定年月日26） 
個人情報32 

特定年度２ 特定小学校 いじめ防止対策委員会 第２回

学校調査 
個人情報33 

特定年度２ 特定小学校 いじめ防止対策委員会 第３回

学校調査 
個人情報34 

特定年度２ 特定小学校 いじめ防止対策委員会 第７回

学校調査 
個人情報35 

 

別表３ 保有個人情報のうち実施機関が非開示とした部分 

保有個人情報 実施機関が非開示とした部分 

個人情報１ 

個人情報２ 

個人情報３ 

個人情報４ 

個人情報５ 

個人情報６ 

個人情報７ 

個人情報８ 

個人情報９ 

個人情報10 

個人情報12 

個人情報15 

個人情報16 

個人情報17 

審査請求人以外の個人に係る情報（非開示部分２、非開示

部分５及び非開示部分９を除く。） 

非開示部分

１ 

個人情報１ 審査請求人以外の個人の行動に係る情報 
非開示部分

２ 

個人情報９ 特定警察署と横浜市立特定小学校との連絡に係る情報 
非開示部分

３ 

個人情報10 「学校いじめ防止対策委員会」の出席者に係る情報 
非開示部分

４ 

個人情報11 

ＳＳＶの氏名 
非開示部分

５ 

横浜市立特定小学校の支援体制に係る情報 
非開示部分

６ 
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横浜市立特定小学校の取組事項についての記載 
非開示部分

７ 

個人情報12 ＳＳＷの見解に係る情報 
非開示部分

８ 

個人情報13 学校支援員の氏名 
非開示部分

９ 

個人情報14 学校からの学校調査への要望等に係る情報 
非開示部分1

0 

個人情報15 当該児童に係る記載 
非開示部分1

1 

個人情報18 
特定医療機関特定診療科Ａ医師と特定小学校校長等との会

話の内容に係る情報 

非開示部分1

2 

個人情報19 
特定医療機関特定診療科Ａ医師及びＥ医師と「特定小学校

いじめ防止対策委員会」の委員との面会に係る情報 

非開示部分1

3 

 

別表４ 非開示部分のうち開示すべき部分 

文字数は、１行に記録された文字を、左詰めにして数えるものとする。句読点及び記号は、そ

れぞれ１文字とし、かっこ等については、くくり初め及びくくり終わりの記号をそれぞれ１文字

と数えるものとする。 

保有個人 

情  報 

実施機関が非開

示とした部分 
該当箇所 

非開示部分のうち 

開示すべき部分 

個人情報１ 非開示部分２ 
「３ 確認・決定

事項」の枠内 
10行目の２文字目から９文字目まで 

個人情報９ 非開示部分３ 
「３ 確認・決定

事項」の枠内 

５行目の39文字目から８行目の24文

字目まで、８行目の27文字目から９

行目の文末まで、16行目の１文字目

から16行目の24文字目まで、16行目

の27文字目から17行目の行末まで、2

0行目の11文字目から19文字目まで、

20行目の22文字目から32文字目ま

で、20行目の35文字目から37文字目

まで並びに20行目の40文字目及び41

文字目 

個人情報11 非開示部分７ 
「３ 確認・決定

事項」の枠内 

14行目の１文字目から15行目の文末

まで 

個人情報15 非開示部分11 

「議事及び決定

事項」 

３(1)① 

３行目の２文字目から文末まで 
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※ 答申全文については、次のＵＲＬをご覧ください。 

 https://www.city.yokohama.lg.jp/city-info/gyosei-kansa/joho/kokai/johokokaishinsakai

/shinsakai/toshinR4.html 

５ 条例（抜粋）  

横浜市個人情報の保護に関する条例 

（行政文書の開示義務） 

第20条 何人も、この条例の定めるところにより、実施機関に対し、当該実施機関の保有する自

己を本人とする保有個人情報の開示を請求することができる。 

（第２項省略） 

（行政文書の開示義務） 

第22条 実施機関は、本人開示請求に係る保有個人情報に次の各号に掲げる情報(以下「非開示情

報」という。)のいずれかが含まれている場合は、当該保有個人情報を開示しないことができ

る。 

（第１号及び第２号省略） 

３ 実施機関は、前項の規定にかかわらず、開示請求に係る行政文書に次の各号に掲げる情報(以

下「非開示情報」という。)のいずれかが記録されている場合は、当該行政文書を開示しないこ

とができる。 

（第１号及び第２号省略） 

 (3) 本人開示請求者以外の個人に関する情報(事業を営む個人の当該事業に関する情報を除

く。)であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等により本人開示請求者以

外の特定の個人を識別することができるもの(他の情報と照合することにより、本人開示請求

者以外の特定の個人を識別することができることとなるものを含む。)若しくは個人識別符号

が含まれるもの又は本人開示請求者以外の特定の個人を識別することはできないが、開示す

ることにより、なお本人開示請求者以外の個人の権利利益を害するおそれがあるもの。ただ

し、次に掲げる情報を除く。 

ア 法令等の規定により又は慣行として本人開示請求者が知ることができ、又は知ることが

予定されている情報 

イ 人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、開示することが必要であると認められ

る情報 

ウ 当該個人が公務員等(国家公務員法(昭和22年法律第120号)第2条第1項に規定する国家公

務員(独立行政法人通則法(平成11年法律第103号)第2条第4項に規定する行政執行法人の

役員及び職員を除く。)、独立行政法人等の役員及び職員、地方公務員法(昭和25年法律第

261号)第2条に規定する地方公務員並びに地方独立行政法人の役員及び職員をいう。)であ

る場合において、当該情報がその職務の遂行に係る情報であるときは、当該情報のうち当

該公務員等の職及び当該職務遂行の内容に係る部分 

    （第４号から第６号まで省略） 

(3) 市の機関又は国、独立行政法人等、他の地方公共団体若しくは地方独立行政法人が行う事

務又は事業に関する情報であって、開示することにより、次に掲げるおそれその他当該事務

又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの 

ア 監査、検査、取締り、試験又は租税の賦課若しくは徴収に係る事務に関し、正確な事実

の把握を困難にするおそれ又は違法若しくは不当な行為を容易にし、若しくはその発見を

困難にするおそれ 

イ 契約、交渉又は争訟に係る事務に関し、市、国、独立行政法人等、他の地方公共団体又

は地方独立行政法人の財産上の利益又は当事者としての地位を不当に害するおそれ 

ウ 調査研究に係る事務に関し、その公正かつ能率的な遂行を不当に阻害するおそれ 

エ 人事管理に係る事務に関し、公正かつ円滑な人事の確保に支障を及ぼすおそれ 

オ 市、国若しくは他の地方公共団体が経営する企業、独立行政法人等又は地方独立行政法

人に係る事業に関し、その企業経営上の正当な利益を害するおそれ 

お問合せ先 

市民局市民情報課長  小林 且典  Tel 045-671-3881 
 

https://www.city.yokohama.lg.jp/city-info/gyosei-kansa/joho/kokai/johokokaishinsakai/shinsakai/toshinR4.html

